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都道府県名  対象地域   

口  北  海  道  北網  

楯山   

2  青  森  県  西北五  

青森   

3  岩  手  県  盛岡  

釜石   

4  宮  城  県  県北  

県南   

5  火  田  県  大仙・仙北  

北秋田   

6  山  形  県  置賜  

内・最上   

7  高  島  県  会津・南会津  

相双   

8  茨  城  県  水戸・日立■常陸太田・ひたちなか  

筑西・下妻   

9  栃  木  県  県南  

県西   

10  群  馬  県  東毛  

酉毛   

皿  。 玉  県  西部第一  

利根   

12  千  葉  県  香取海匝  

山武長生夷隅   

13  東  京  都  多摩  

区東部   

14  神 奈 川 県  東部  

西部   

15  新  潟  県  こ刀    l、／ロ  

佐渡   

16  富  山  県  富山  

高岡   

都道府県名  対象地域   

17  石  川  県  能登北部  

南加賀   

18  福  井  県  福井一坂井  

嶺南   

19  山  梨  県  峡南  

富士・東部   

20  長  野  県  上伊那  

上小   

21  岐  阜  県  南部  

飛騨   

22  静  岡  県  中東遠  

志太榛原   

23  愛  知  県  尾弓長  

東三河   

24  三  重  県  中勢伊賀  

南勢志摩   

25  滋  賀  県  東近江  

湖東・湖北   

26  京  都  府  丹後  

中丹   

27  大  阪  府  泉州  

堺市・南河内   

28  兵  庫  県  阪神南  

北播磨   

29  奈  良  県  北和  

中南和   

30  和 歌 山 県  紀南  

紀北   

31  鳥  取  県  東部  

西部   

32  島  根  県  浜田・大田・益田  

隠岐・雲南及び安来市  

都道府県名  対象地域   

33  岡  山  県  高梁・新見及び真庭市  

津山・英田   

34  広  島  県  広島  

福山・府中   

35  山  口  県  萩  

長門   

36  徳  島  県  東部Ⅰ  

西部Ⅱ   

37  香  川  県  高松  

中讃   

38  愛  媛  県  宇摩  

八幡浜・大洲   

39  高  知  県  ・・・l・●－    コ買  

中央・高幡   

40  福  岡  県  八女・筑後  

京築   

41  佐  賀  県  北部  

西部   

42  長  崎  県  離島  

佐世保・県北   

43  熊  本  県  天草  

阿蘇   

44  大  分  県  中部・豊肥  

北部・東部   

45  宮  崎  県  宮崎県北部  

都城北諸県   

46  鹿 児 島 県  鹿児島  

奄美   

47  沖  縄  県  宮古り＼重山  

北部  
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2．医療施設の施設・設備整備事業  

（1）施設整備にかかる基準単価等の引き上げについて   

平成22年度予算案においては、医療施設等施設整備費補助金及び医療提供体制  

施設整備交付金にかかる1Ⅰ正あたりの基準単価については、物価動向等を検討した  

結果、それぞれ1．8％の引き上げを行ったところである。   

また、医療施設等施設整備費補助金における下記事業については、へき地保健医  

療対策検討会での意見を踏まえ、基準面積の改定を行ったところである。  

○へき地診療所等（過疎地域特定診療所を含む）における医師住宅・看護師住宅の   

基準面積の改定について  

対象事業   改定前   改定後   

へき地診療所等医師住宅   50Ⅰぜ   80Ⅰぜ   

へき地診療所等看護師住宅   50Ⅰぱ   80Ⅰぜ   

へき地医療拠点病院医師住宅   64Ⅰ正（2戸を限度）   80Ⅰぜ（2戸を限度）  

施設・設備整備費関係事業に係る実施要綱、交付要綱等の実についても、早期に  

お示ししたところであるので、積極的かつ効果的な活用をお願いする。  

（2）木材利用の推進について   

施設整備における資材については、毎年この会議の中で触れさせていただいてい  

るところであるが、例年、林野庁から木材を使用した施設建築の促進について協力  

依頼がなされているところである。   

厚生労働省としても、医療施設の建築資材としての木材利用は、患者の療養環境  

向上に資するため、その効果等について解説するとともに、木材利用を促すパンフ  

レット「心と体にやさしい医療環境の創出－■木材を利用した医療施設の整備－」を  

作成し、平成15年6月に各都道府県に配布したところである。   

また、平成21年度からは、医療提供体制施設整備交付金において、 国産材を使  

用する事業については、一定の評価を行っている。   

現在、へき地診療所の整備を木造により行い、また、病院の床材・壁材・天井材・  

手すり等に積極的に利用していただいているものと承知しているが、才り一層の木  

材利用が図られるよう引き続き指導方お願いしたい。  

（3）地球温暖化対策への対応について   

病院等においては24時間体制で医療を提供していく必要性から、エネルギー消  

費量が大きくなる傾向にあるが、病院等の機能を損なうことなく省エネルギーを推  

進している例もあることから、こういった事例等を参考にしながら病院等における  

省エネルギー対策の普及について、協力をお願いしたい。   

これらの取組に資するものとして、平成21年度予算より、医療提供体制施設整  

備交付金に地球温暖化対策施設整備事業を追加し、省エネルギーに関する規程等を  
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策定している病院等については、地球温暖化対策に資する整備を支援することとし  

ている。   

また、税制面においても、CO2の排出削減に資するようなェネ／レギー需給構造  

改革推進設備等を取得した場合に特別償却等を認める特例措置が、平成24年3月  

31日まで適用される。この特別措置は、エネルギー使用合理化設備等（高効率空  

気調和設備、照明設備、高効率給湯設備等）について、特別償却（平成23年3月  

31日までは初年度即時償却が可能）などができるものであるので、医療機関に串  

いても、適用期限までの間にこれらを積極的に活用されるよう、各都道府県におか  

れては周知を図られたい。  
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新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増  
進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事  
業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし  
て、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援するもの。  

Ⅲl計画に碁ヴ結祐乗の集捷  

コ
 
 
 
 
 
＋
 
 
 
 
 
＋
 
 
 
 
 
＋
 
 

補助対象除外施設：公立分（一部手業）、公的分（一部事業）  寓樟≡    …  
交付金対象事業区分  

休日夜間急患センター   小児医療施設   地震防災対策医療施設耐震整備  

病院群輪番制病院   周産期医療施設   医療機器管理室  

共同利用型病院   院内感染対策施設   内視鏡訓練施設  

（地域）救命救急センター   看護師勤務環境改善   医療施設耐震整備  

小児救急医療拠点病院   看護師宿舎   アスベスト除去等整備  

がん診療施設   医療施設近代化施設   
小児科・産科連携病院等病床  

転換施設  

医学的リハビリテーション施設   特殊病室施設   小児初期救急センター施設  

不足病床地区病院   基幹災害医療センター   肝移植施設  

特定地域病院   地域災害医療センター   院内助産所・助産師外来施設  

共同利用施設（開放型病棟等）   治験施設   病院内保育所  

看護師等養成所   歯科衛生士養成所   地球温暖化対策  

腎移植施設   病児・病後児保育施設   救急ヘリポート  

汐小児集中治療室   
鋲護師等養成所修業年限延長等  

替地域療育支援施設（仮称）   整備  

㊨看護教員養成講習施設  
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！．i三三畢連接墾年制推進事業費捕助金の概要  

平成22年度予算案   

30，603百万円  

新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増  
進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事  
業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし  
て、救急医療等の経常的な経真の補助を行うもの。  

Ⅲ 輔働封度の概念  

l  都道府県は「は断言に暮づく事董計画」を策定  
√・・ニニ＝＝」＝∵＝モ三±二千丁て≡壬二三≡予三ニナナ三±二三三千こナナ二÷＝＝＝ニ∴∴こ下  

1－  l●＿＿＿＿＿＿＿＿‾二∴二二  ＿－＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ノ  

r医療提供体制推進事業費補助金Jを喜都道府県に交付  

畦擦提供体制推進事業費補助金の事業構成  

注意）；公立分及び公的分が補助対象とならない事業も含まれている（※は公立分が対象外）  
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＞統合補助金の事業については、前項の「Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成」で  

説明したところであるが、「4 医療提供体制設備整備費」はさらに細分化された事業区分（いわゆ  
るメニュー事業）が補助対象となる。  

補助対象事業区分   

※休日夜間急患センター   ※人工腎臆不足地域   NBC災害・テロ対策設備   

輪番制病院   ※内視鏡訓綾施設設備   

※小児科・産科連携病院等  
※共同利用型病院   

※看護師等養成所初産設備   ※小児初期救急センター設  
※救命救急センター  

底   

所教育環境改   ※院内助産所・助産師外来  
※高度赦免救急センター   

」1   盈慮   

法士等巷成所初度設  
※小児救急医療拠点病院   ※理学療  

鹿   
医療機関アクセス支援車   

※小児救急遠隔医療設備   ※院内感染対策設備   在宅訪問歯科診療設備   

≦新城療育支援施設（脚）   

医学的リハビリテーション施 ※地域災害医療センター   （身卜児集中治療室   

※共同利用施設（古色医療機器）   ※歯科術生士兼成所初産投傭  

※HLA捜査センター   環境調整室  

＞ 補助率 1／21／3 定額（10／10）   

＞ 交付先 都道府県、市町村、公的団体、民間事業者  
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平成22年度予算案  

830，504千円  

へき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし  
ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に  
対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。  

亘 

・補助対象事業《メニュー区分》（事業実施主体）   補助率   

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間）   1／2   

へき地診療所（公立・公的・民間）   1／2、3／4   

へき地患者輸送車（艇）（都道府県・市町村）   1／2   

へき地巡回診療車（船）（公立・公的・民間）   1／2   

離島歯科巡回診療用設備（都道府県）   1／2   

過疎地域等特定診療所（都道府県・市町村）   1／2   

へき地保健指導所（都道府県・市町村）   1／3、1／2   

へき地・離島診療支援システム（公立・公的・民間）   1／2   

沖縄医療施設（公立・公的）   3／4   

奄美群島医療施設（都道府県）   1／2   

地域医療充実のための遠隔医療設備（公立・公的・民間）   1／2   

臨床研修病院支援システム（公的・民間）   1／2   

離島等患者宿泊施設設備（公立・公的・民間）   1／3   

産科医療機関設備 1／2   

㊤死亡時画像診断システム設備（公立・公的・民間）   1／2   
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瞥′苧彗藍畿暫く閥彗∧“髄準閥髄鞘讐  

平成22年度予算案   

451，386千円  

へき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし  
ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に  

対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。  

…喜 

補助対象事業《メニュー区分》 （事業実施主体）   補助率   

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間）   1／2   

へき地診療所（公立・公的・民間）   1／2   

過疎地域等特定診療所（都道府県・市町村）   1／2   

へき地保健指導所（都道府県・市町村）   1／3、1／2   

研修医のための研修施設（民間）   1／2   

臨床研修病院（民間）   1／2   

医師臨床研修病院研修医環境整備（民間）   1／3   

産科医療機関（公立・公的・民間）   1／3   

離島等患者宿泊施設（公立・公的・民間）   1／3   

（垂死亡時画像診断システム施設（公立・公的・民間）   1／2   ．
．
．
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適切な振分け  

円滑な搬送・受入  

イ出口の問題」月琴消  

病院群輪番制病院（401地区、3，201カ所）  

共同利用型病院（9カ所）平成21年3月31日現在   
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竃 t 一 書 暮  

薬薫 諺 避 韮   

・救急利用の適正化  

への普及啓  

＼児救急電話相  
・地域の医療機関が連携しつつ、救急医療提供体制を整備・充実  

・救急医療を担う医師の労働環境の改善  

」診療実績に応じた、救命救急センターや二次救急医療機関への支援の充実  

暮診療所医師の救急医療への参画の推進  

・救急医療を担う医師に対する手当への支援  

十院内トリアージを行う看護師等の配置、医師事務作業補助者の配置等  
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